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島根県立青少年の家（愛称「サン・レイク」）指定管理業務仕様書 

 

島根県立青少年の家（以下「青少年の家」という。）の指定管理者が行う業務の内

容及びその範囲は、この仕様書によるものとする。 

 

Ⅰ 総則 
第１ 業務目的 

本業務は、「青少年に学習及び交流の機会を提供することにより、心身の健全な育

成を図り、あわせて県民の教養及び文化の向上に資する」という青少年の家の設置

目的を効果的かつ効率的に達成できるよう、適正に管理することを目的とする。 

 

第２ 管理運営の基本方針 

青少年の家は、以下の方針で運営する。 

⑴ 研修事業の充実 

・ 自然環境や近隣施設との連携、地域の特性を生かした研修内容の充実 

・ 今日的課題に対応する先導的な事業の実施 

・ 利用者のニーズに応える新しいプログラムの情報提供と指導資料の整備と

充実 

・ 指導者の人材発掘とボランティアの養成 

・ 職員研修の計画的な推進 

⑵ 利用の促進 

・ 広報活動の組織的展開 

・ 親しみやすい施設運営と利用者の拡大 

 ⑶ 環境の整備充実 

・ 施設設備の整備点検 

・ 研修者の安全確保 

 

 

Ⅱ 業務の概要 

第１ 管理の基準 

１ 島根県立青少年の家 

⑴ 休所日 

島根県立青少年社会教育施設条例（以下「青少年社会教育施設条例」という。）

第２２条に基づき、月曜日、国民の祝日及び祝日振り替え､１２月２８日から１

月４日までとする。 

ただし、７月１日から９月３０日までは休所しないこととする。 

なお、青少年の家所長が必要があると認めるときは、休所日に開所し、または

開所日に休所することがある。 

 

 ⑵ 開所時間 

  原則として午前９時から午後１０時までとする。 
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 ⑶ 平等性の確保 

     管理運営に当たっては、利用者が平等に利用できるよう配慮する。 

 

２ 東部社会教育研修センター 

 ⑴ 休所日 

島根県立生涯学習推進施設条例施行規則第３条に基づき、日曜日及び土曜日、

国民の祝日及び祝日振り替え､１２月２８日から１月４日までとする。 

なお、東部社会教育研修センター所長が必要があると認めるときは、臨時に

休所し、又は開所することがある。 

 

⑵ 開所時間 

原則として午前９時から午後５時までとする。 

なお、東部社会教育研修センター所長が必要があると認めるときは、臨時に

変更することがある。 

 

 

第２ 指定管理者が行う業務の内容 

１ 施設・設備等維持管理に関する業務 

※ 各業務詳細は別表１－１（施設設備等維持管理業務項目）、別表１－２

（施設設備等維持管理業務項目）のとおり。 

 

【建築保全業務】 

１ 業務内容 

⑴ 建築物及びその付帯設備が本来の機能を発揮できるよう適切に管理し、施

設の安全性、設備等の機能保持及び耐久性の向上などを図ることを目的とし

て下記の業務を実施する。 

① 運転・監視 

② 日常点検及び保守 

③ 定期点検及び保守 

④ 法定点検及び保守 

⑤ 清掃 

⑥ 執務環境測定等 

⑦ 警備 

⑧ 修繕 

 

２ 業務の仕様 

以下「８ 設備等の取扱」までの仕様は、指定管理業務のうち、建築保全業務 

に適用し、業務の内容等について示すものであり、指定管理者はこの仕様書及

び関係法令等を遵守し、業務を誠実に実施しなければならない。 

なお、記載のない事項は国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「建築保全業務

共通仕様書及び同解説（平成 30 年版）」（以下「共通仕様書」という。）によ

る。 
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指定管理者は、基本協定書、年度協定書、本仕様書及び共通仕様書に記載のな 

い事項であっても、島根県と指定管理者が必要により協議し、定めた事項は、こ

れを遵守し業務を遂行しなければならない。 

なお、契約図書間に相違がある場合の優先順位は、次の⑴から⑷の順番とす

る。 

⑴ 基本協定書 

⑵ 年度協定書 

⑶ 本仕様書 

⑷ 共通仕様書 

 

３ 費用負担 

⑴ 次の消耗品等は指定管理者の負担とする。（修繕費の対象外） 

名  称 品  名 

電球類 電球、蛍光管、グローランプなど 

中央監視記録紙類 警報記録用紙など 

油脂類 潤滑油、グリスなど 

その他 ウエスなど 

⑵ 保全マネジメントシステム（ＢＩＭＭＳ）を利用するためのネットワーク

構築費用等は、指定管理者の負担とする。 

 

４ 資格者の配置及び選任 

⑴ 指定管理者は、施設管理業務の遂行にあたり必要な官公署の免許、許可、認     

定等を有する者について、自らの職員からあらかじめ選任し、施設に配置し

なければならない。 

また、再委託する業務については、再委託先の事業者が、必要な官公署の免

許、許可、認定等を有する者を配置しなければならない。 

  ⑵ 法令等により施設への配置が義務づけられている資格者については、あら

かじめ当該資格を有する者の氏名及び認定書又は登録書等を島根県に届け出

なければならない。 

なお、本施設への配置が必要な資格者は下記で○を付したものとする。 

・ 甲種防火管理者（消防法第８条） 

・ ボイラー取扱作業主任者 

（労働安全衛生法第１４条、ボイラー及び圧力容器安全規則第２４条） 

・ 冷凍保安責任者（高圧ガス保安法第２７条の４） 

・ 建築物環境衛生管理技術者 

（建築物における衛生環境の確保に関する法律第６条） 

・ 危険物取扱者（消防法第１３条） 

・ 電気主任技術者（電気事業法第４３条） 

・ 浄化槽技術管理者（浄化槽法第１０条第２項） 

・ 食品衛生責任者（食品衛生法施行規則 別表第１７） 
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５ 指定管理者の責務 

⑴ 指定管理者は小規模（５０万円未満）の修繕、クレーム履歴及びエネルギー  

使用量を保全マネジメントシステム（ＢＩＭＭＳ）に入力しなければならな

い。 

また、機材・部材・備品台帳の記載内容を確認し、現場状況と相違があれば

修正しなければならない。 

⑵ 指定管理者は、島根県建築物等保全規程第７条に基づく保全管理台帳のう

ち、５０万円未満の修繕に係る主要設備機器個表（様式１０）について、毎年

３月３１日現在の内容を速やかに島根県へ提出しなければならない。 

⑶ 指定管理者は、日常・定期点検で認められた不具合箇所をデータ蓄積し、分

析・評価することで予防保全の内容及び周期の見直しを行い、修繕（改善）内

容・時期等について建築物及び設備機器の最適な維持保全計画を提案しなけ

ればならない。 

⑷ 指定管理者は、設備機器等の運転管理及び運用等について、省エネルギー

に関する改善がある場合は、参考データ又は参考資料等を添えて島根県に提

案しなければならない。 

⑸ 指定管理者は、建築物及び設備機器の日常・定期点検、委託業務及び修繕等 

の実施内容・時期等についてまとめた年間保全計画（様式２０）を作成し、毎

年３月３１日までに島根県に提出しなければならない。 

⑹ 指定管理者は、建築基準法第 12 条に基づく定期点検の記録について、点検

完了後速やかに島根県に提出しなければならない。 

⑺ 指定管理者は、委託により建築保全業務を実施した場合は、受託者から報

告書（写真、点検結果、試験結果等）を提出させたうえで検査を実施しなけれ

ばならない。 

 

６ 業務の実施 

⑴ 指定管理者は、小規模修繕業務を実施する場合、施工方法及び設計額等に

ついて十分に検討を行い、適切な執行に努めなければならない。 

⑵ 島根県は、業務の履行が不適当であると認められる場合は、指定管理者に

対し文書によりその理由を明示し、適切な措置を求めることができる。 

⑶ 指定管理者は、前項により措置を求められたときは、その結果を文書によ

り島根県に報告しなければならない。 

 

７ 報告及び記録等 

⑴ 随時報告等 

指定管理者は、以下の事項が発生した場合、状況を判断し速やかに島根県

へ報告しなければならない。 

   ① 地震その他の災害等のため、緊急対策や緊急点検を実施したとき。 

② 対人及び施設、備品等に危害、損害等を与えた場合又は生ずる恐れが発

生したとき。 

③ その他、報告が必要であると認められる事項が発生したとき。 
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⑵ 報告書作成 

指定管理者は、以下の書類を作成しなければならない。 

① 指定管理者は、定期点検を定期点検調査票（様式１）により実施し、その  

結果を定期点検報告書（様式２）に記録しなければならない。 

なお、不具合があった場合は、定期点検報告書（様式２）に不具合箇所の

写真を添付して記録しなければならない。 

② 指定管理者は、委託により建築保全業務を実施した場合は、当該委託業

務の検査完了後に委託業務報告書（様式３）を速やかに作成しなければな

らない。 

なお、報告書には受託者から提出させた報告書（写真、点検結果、試験結

果等）を添付するものとする。 

③ 指定管理者は、小規模修繕業務の当該月間分の執行状況を修繕実施状況

報告書（５０万円未満）（様式４）に記録しなければならない。 

なお、報告書には請求書類及び写真を添付することとし、添付する写真

は、使用材料、事前事後、作業中の状況が確認できるものとする。 

 

⑶ 記録等 

指定管理者は、以下の書類を保管しなければならない。 

また、島根県から提出を求められた場合は、速やかに提出しなければなら

ない。 

① 定期点検記録（様式１及び様式２） ※別表１－１、別表１－２の業務５ 

② 委託業務報告書（様式３） 

③ 修繕実施状況報告書（５０万円未満）（様式４） 

④ 建築基準法第１２条定期点検記録 

（定期点検施行要領 様式１及び様式２） 

  ※別表１－１、別表１－２の業務６ 

⑤ 小規模修繕に伴う主要設備機器個表（保全管理台帳整備要領 様式１０） 

 

８ 設備等の取扱 

⑴ 指定管理者の過失により損傷を与えた場合は、その補修等に要する費用は

指定管理者の負担とする。 

⑵ 指定管理者は、図面・取扱説明書等の関係書類は善良なる管理のもとに使

用し、変更等があった場合には図面の修正、追録等を行い、今後の維持管理業

務に活用できるよう適正に保管しなければならない。 

 

【備品等管理業務】 

１ 備品管理 

⑴ 指定管理者は、県の所有する備品等について、島根県会計規則に基づき適切

に管理する。 

⑵ 指定管理者が管理する備品（以下「管理物品という。）は、県が備品一覧表

により提示するものとする。 

 

-5-



 

２ 物品の購入にかかる費用負担 

⑴ 新たに（既存の物品の更新も含む）１品につき１０万円（消費税及び地方消

費税を含む。以下同じ。）以上の物品を購入する場合、県が購入する。 

⑵ １品につき１０万円未満の物品を購入する場合、指定管理者が費用を負担

して購入する。 

⑶ 令和７年度以降に新たに購入した１品につき１０万円以上の物品は、管理

物品として取り扱う。 

⑷ 令和６年度までに購入済の５万円以上１０万円未満の物品は、引き続き管

理物品として取り扱う。 

 

 ３ 管理物品の修繕にかかる費用負担 

⑴ 指定管理者は利用に支障を来さないよう管理物品の管理を行うとともに、

不具合を生じた管理物品について、原則として、見積額１件５０万円未満の

修繕については、指定管理者が行う。 

⑵ １件につき１０万円未満の管理物品の修繕については、指定管理者が費用

を負担する。 

⑶ １件につき１０万円以上５０万円未満の管理物品の修繕については、県が

費用を負担（指定管理料に別途加算）する。 

 

 ４ その他 

⑴ 指定管理者は、管理物品について更新が必要な場合は、県に報告する。 

⑵ 消耗品は、施設の運営に支障を来さないよう、適宜指定管理者が購入して

管理を行う。 

⑶ 施設内に設置するテレビの受信料は指定管理者の負担とする。 

 

【施設の貸付契約】 

指定管理者は、県有財産有償貸付契約を締結し、自動販売機を設置すること。設

置にかかる費用は指定管理者の負担とし、利用収入は指定管理者に帰属するもの

とする。 

 

【施設の目的外使用】 

指定管理者は、施設の目的外使用として、島根県の行政財産目的外使用許可を

得て、コピー機を設置すること。設置にかかる費用は指定管理者の負担とし、利用

収入は指定管理者に帰属するものとする。 

 

【施設賠償責任保険の付与】 

指定管理者は、管理業務に起因した損害について利用者への十分な賠償を担保

するため、指定管理期間中、次に掲げる内容以上の施設賠償責任保険に加入する

こと。 

なお、被保険者は、県と指定管理者の両者とすること。 

〔てん補限度額〕 

① 対人賠償保険  １名につき１億円（１事故につき１０億円） 
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② 対物賠償保険  １事故につき１０百万円 

 

２ 施設運営補助業務 

詳細は別表２（施設運営補助業務項目）による。 

 

⑴ 管理的業務 

指定管理者は、島根県教育委員会（以下「教育委員会」という。）が定めた施  

設管理に必要な委託料の執行を行うこと。 

 

⑵ 内部管理事務 

     文書の収受や発送、図書の管理などの内部管理事務を行うこと。 

 

⑶ 使用料等の徴収及び還付事務 

指定管理者は、研修利用者から青少年社会教育施設条例で定めた使用料及び

シーツ代（以下「使用料等」という。）の徴収、還付を行うこと。 

使用料等の徴収方法は、現金又は指定する口座への振込によることとする。 

使用料の徴収、還付を行った時は、帳簿を作成し一月間をまとめ県へ報告・納

入すること。 

  シーツ代の収納金は指定管理者の収入とする。 

 

⑷ 主催･受入事業 

指定管理者は、教育委員会が行う主催･受入事業（以下「主催事業等」という。）

について､その目標を達成するため、積極的に協力し、利用者への社会教育活動

を支援すること。 

  

⑸ 食事の提供及び販売等業務 

指定管理者は、給食業務を行うに当たり、食品衛生法その他関係法令等を遵

守すること。 

食事の提供及び販売等業務に係る経費は指定管理者の負担とし、代金につい

ては指定管理者の収入とする。 

 

３ その他の業務 

⑴ 事業計画書の作成に関すること（基本協定第２３条） 

次年度の事業計画書の作成に当たっては、事前に教育委員会と調整を図り、

毎年度２月末までに作成し、提出すること。ただし、令和７年度の事業計画書に

ついては、別途県が指示する日までとする。 

① 管理運営の体制 

② 管理運営業務の実施計画 

③ 管理運営に係る収支予算 

④ 食堂及び売店の運営に係る収支予算 

⑤ 管理施設の年間保全計画 

⑥ その他管理に関し県が必要と認める事項 
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⑵ 業務報告書の作成に関すること 

業務の実施状況について、日報、月報を作成し報告すること。 

  ・ 日報 

警備日誌、施設管理日誌､環境整備日誌､給食日誌､苦情処理、その他 

・ 月報（基本協定第２５条） 

毎月終了後１０日以内に作成し、教育委員会に提出すること。記載する主

な内容は次のとおりとする。 

① 使用料等の収入実績 

② 苦情処理状況 

③ 管理運営業務の実施状況 

④ 食堂及び売店の収入実績 

⑤ その他管理に関し県が必要と認める事項 

 

⑶ 事業報告書の作成に関すること（基本協定第２６条） 

前年度の事業報告書を毎事業年度終了後６０日以内に作成し、教育委員会に

提出すること。記載する主な内容は次のとおりとする。  

① 管理の体制 

② 管理業務の実施状況 

③ 管理に要した経費の実績 

④ 使用料徴収の状況 

⑤ 食堂及び売店に要した経費の収支状況 

⑥ 管理施設の保全の実施状況等 

⑦ その他管理に関し県が必要と認める事項 

 

⑷ 運営委員会等関係機関との連絡調整に関すること 

島根県立青少年社会教育施設条例施行規則第１３条に基づき設置する青少年

の家運営委員会に出席すること。 

所内諸会議に出席する等、青少年の家と密接に協議、調整を図り業務に当た

ること。 

 

 ⑸ 帳簿の整備 

  ① 指定管理業務に関わる次の帳簿類を作成すること。 

・ 電話（口頭）録取票 

・ 入所団体受付簿 

・ 経理簿 

・ 収入支出証拠書類 

・ 業務日誌 

・ その他県が必要と認めるもの 

② 帳簿類は、指定管理期間終了後５年間保存することとしているので、指定

管理者は、これらを整頓し、管理すること。指定管理期間終了時の措置につい

ては、県の指示に従うこと。 
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⑹ 事業への提案 

青少年の家の運営に当たっては、利用者の安全確保、サービスの向上等を図

るための方策を積極的に示すこと。 

 

⑺ 監査 

島根県監査委員等が県の事務を監査するに当たり、必要に応じ指定管理者に

対し実地に調査し、又は必要な記録の提出を求める場合があるので、誠実に対

応すること。 

 

⑻ 管理運営状況に関する評価 

県は、外部委員の協力を得て、指定管理者から提出される業務報告や現地調

査を通じて管理運営状況の確認及び評価を毎年実施するので、指定管理者は、

これに誠実に対応すること。 

なお、この評価結果は指定管理者に通知し、島根県議会へ報告するとともに

県のホームページにおいて公表する。 

 

⑼ 指定期間満了に当たっての引継業務 

指定管理者は、指定期間終了時に、次期指定管理者が支障なく円滑に指定管

理業務が遂行できるよう適切に引継ぎを行うこと。 

 

⑽ 統計調査等 

エネルギー使用の合理化に関する法律（省エネ法）に基づく年間エネルギー

使用量の報告など、県が指定管理者に求める各種報告や資料提出について、適

切に対応すること。 

 

⑾ その他 

利用者に対して親切・丁寧な対応を心がけ、サービスの向上に努めること。 

要望、苦情、トラブル等が発生したときは迅速かつ適切に処理し、その内容及   

び処理状況を速やかに県に報告すること。 

その他円滑な施設の運営に必要な業務を適宜行うこと。 

 

 

第３ 組織体制 

⑴ 職員の配置 

青少年の家の休所日を除く午前８時３０分から午後５時１５分までの間、常

時３名（４名以上交代制）の職員を配置すること。 

配置特性は次のとおり 

・ 総括責任者（必置） 

・ 維持管理担当者 

・ 事務員、受付  等 
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⑵ 職員の研修 

職員の資質向上とサービス向上のため、職員研修を定期的に実施すること。 

 

 

第４ その他 

⑴ 指定管理者は、本仕様書に定めるもののほか、業務内容及び処理について定

めのない事項又は疑義が生じたときは、県と協議し決定するものとする。 

⑵ 本仕様書で定める業務内容については、管理運営上の必要に応じ、その内容

を変更する場合がある。なお、変更の必要が生じた際には、県と指定管理者双

方で協議し決定するものとする。 
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